
参考資料
１ 計画策定の体制
（１）福島市住宅マスタープラン策定委員会

○福島市住宅マスタープラン策定委員会 設置要綱

（設置）

第１条 本市の住宅政策を総合的に推進するための基本計画となる福島市住宅マスタープラン（以下、

「プラン」という。）を策定するにあたり、有識者等の意見を反映させるため、策定委員会（以下、「委

員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討を行う。

（１）プランの策定に関すること。

（２）その他委員会が必要と認めること。

（組織等）

第３条 委員会は、委員 7名以内で組織する。

２ 委員は、学識経験者等の中から市長が委嘱する。

３ 委員の任期は、委嘱の日からプラン策定の日までとする。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときはその職務を代理す

る。

（会議）

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。ただし、最初に開催される委

員会に限り、市長が招集するものとする。

２ 委員長は、必要に応じ、会議に委員以外の者の出席を求めることができる。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、都市政策部住宅政策課が行う。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。

附則

１ この要綱は、令和２年４月１０日から施行する。

２ この要綱は、プラン策定の日をもってその効力を失う。

（２）市営住宅の一定のバリアフリー化率
設定指標
高齢者等へ配慮した設備がある市営住宅の比率

現状値 目標値
（令和元）年
％

（令和 ）年
％

指標設定の考え方
誰もが暮らしやすい居住環境をはかるものとして、 箇所以上に手すり設置、または屋内に段差がな

い住戸の割合を指標に設定します。

基本目標Ⅳ 地域の特性を踏まえた住環境と災害に強い居住空間の形成

（１）新耐震基準不適合率
設定指標
新耐震基準（昭和 年 月基準）が求める耐震性を有しない住宅の比率

現状値 目標値
（平成 ）年
％

（令和 ）年
概ね解消

指標設定の考え方
地震に対する安全性の向上をはかるものとして、新耐震基準が求める耐震性を有しない住宅の割合を

指標に設定します。（住宅・土地統計調査）

（２）住宅用火災警報器の設置率
設定指標
住宅用火災警報器を設置している住宅の比率

現状値 目標値
（令和元）年

設置率※ ％
条例適合率※ ％

（令和 ）年
設置率 ％
条例適合率

指標設定の考え方
住宅防火対策の強化をはかるものとして、住宅用火災警報器の設置率を指標として設定します。
※設置率…市火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分のうち、１箇所以上設置されている世帯（自動火
災報知設備等の設置により住宅用火災警報器の設置が免除される世帯を含む）の全世帯に占める割合

※条例適合率…市火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置されている世帯（同上）の全世帯
に占める割合



○福島市住宅マスタープラン策定委員会 委員名簿

（敬称略・順不同）

区分 氏名 役職名 備考

学識経験者 西田 奈保子 国立大学法人福島大学 准教授 委員長

建 築 佐藤 玲子 公益社団法人福島県建築士会福島支部 理事 副委員長

福 祉 三浦 辰夫 社会福祉法人福島市社会福祉協議会 常務理事

子 育 て 山田 和江 福島市学童クラブ連絡協議会 会長

まちづくり 後藤 忠久 福島商工会議所 副会頭

民 間 住 宅 加納 武志 公益社団法人福島県宅地建物取引業協会福島支部
支部長

公 募 渡邉 圭 大学生



（２）福島市住宅マスタープラン庁内検討委員会

○福島市住宅マスタープラン庁内検討委員会 設置要綱
（設置）

第１条 本市の住宅政策を総合的に推進するための基本計画となる福島市住宅マスタープラン（以下、

「プラン」という。）を策定するにあたり、必要な調査検討及び庁内の意見を調整するため、福島市住

宅マスタープラン庁内検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会はプラン策定のため、次に掲げる事務を行う。

（１）調査検討及び庁内の意見調整に関すること。

（２）その他プランの策定に関して必要なこと。

（組織）

第３条 委員会は、別表第１に掲げる職にある者をもって組織する。

２ 委員会に委員長を置き、山本副市長をもって充てる。

３ 委員会に副委員長を置き、都市政策部長をもって充てる。

（委員長）

第４条 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときはその職務を代理す

る。

（会議）

第５条 委員会の会議は委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。

２ 委員長が必要と認めるときは、会議に関係職員の出席を求め、意見等を聞くことができるものとす

る。

（幹事会）

第６条 委員会に付すべき事案の調整及び検討を行うため幹事会を置く。

２ 幹事会は、別表第２に掲げる職にある者をもって組織する。

３ 幹事会に幹事長を置き、都市政策部次長をもって充てる。

４ 幹事会に副幹事長を置き、住宅政策課長をもって充てる。

５ 幹事会の会議は幹事長が招集し、幹事長が会議の議長となる。

６ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故あるとき又は幹事長が欠けたときはその職務を代理す

る。

７ 幹事会が必要と認めるときは、会議に関係職員の出席を求め、意見等を聞くことができるものとす

る。

（ワーキンググループ）

第７条 プラン策定にあたり調査研究を行うため、幹事会にワーキンググループを置くことができる。

○福島市住宅マスタープラン策定委員会 委員名簿

（敬称略・順不同）

区分 氏名 役職名 備考

学識経験者 西田 奈保子 国立大学法人福島大学 准教授 委員長

建 築 佐藤 玲子 公益社団法人福島県建築士会福島支部 理事 副委員長

福 祉 三浦 辰夫 社会福祉法人福島市社会福祉協議会 常務理事

子 育 て 山田 和江 福島市学童クラブ連絡協議会 会長

まちづくり 後藤 忠久 福島商工会議所 副会頭

民 間 住 宅 加納 武志 公益社団法人福島県宅地建物取引業協会福島支部
支部長

公 募 渡邉 圭 大学生



２ ワーキンググループは、別表第２に掲げる所属の長の推薦のあった者をもって組織する。

３ ワーキンググループは幹事長が招集し、幹事長が会議の議長となる。

（庶務）

第８条 委員会、幹事会及びワーキンググループの庶務は、都市政策部住宅政策課が行う。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。

附則

１ この要綱は、令和２年５月１４日から施行する。

２ この要綱は、プランの策定完了をもってその効力を失う。

附則

１ この要綱は、令和２年５月２０日から施行する。

別表第１（第３条関係）

山本副市長

政策調整部長

総務部長

財務部長

市民・文化スポーツ部長

環境部長

健康福祉部長

こども未来部長

建設部長

都市政策部長

水道局長

消防長

別表第２（第６条関係）

政策調整部 地域協働課長

総務部 危機管理室次長

財務部

財政課長

資産税課長

財産マネジメント推進課長



市民・文化スポーツ部
生活課長

定住交流課長

環境部 環境課長

健康福祉部

地域福祉課長

生活福祉課長

障がい福祉課長

長寿福祉課長

保健所衛生課長

こども未来部 こども政策課長

建設部

道路保全課長

道路建設課長

河川課長

都市政策部

都市政策部次長

都市計画課長

交通政策課長

開発建築指導課長

公園緑地課長

市街地整備課長

住宅政策課長

下水道総務課長

下水道建設課長

水道局 水道総務課長

消防本部
消防総務課長

予防課長

２ ワーキンググループは、別表第２に掲げる所属の長の推薦のあった者をもって組織する。

３ ワーキンググループは幹事長が招集し、幹事長が会議の議長となる。

（庶務）

第８条 委員会、幹事会及びワーキンググループの庶務は、都市政策部住宅政策課が行う。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。

附則

１ この要綱は、令和２年５月１４日から施行する。

２ この要綱は、プランの策定完了をもってその効力を失う。

附則

１ この要綱は、令和２年５月２０日から施行する。

別表第１（第３条関係）

山本副市長

政策調整部長

総務部長

財務部長

市民・文化スポーツ部長

環境部長

健康福祉部長

こども未来部長

建設部長

都市政策部長

水道局長

消防長

別表第２（第６条関係）

政策調整部 地域協働課長

総務部 危機管理室次長

財務部

財政課長

資産税課長

財産マネジメント推進課長



市民・文化スポーツ部
生活課長

定住交流課長

環境部 環境課長

健康福祉部

地域福祉課長

生活福祉課長

障がい福祉課長

長寿福祉課長

保健所衛生課長

こども未来部 こども政策課長

建設部

道路保全課長

道路建設課長

河川課長

都市政策部

都市政策部次長

都市計画課長

交通政策課長

開発建築指導課長

公園緑地課長

市街地整備課長

住宅政策課長

下水道総務課長

下水道建設課長

水道局 水道総務課長

消防本部
消防総務課長

予防課長

福島市住宅マスタープラン
令和３年３月
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